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雇用形態による均等処遇についての研究会報告書 

 

近年、企業側・労働者側双方のニーズにより、非正規労働者が増加し、労働者に占める

非正規労働者の割合は３分の１を超えるに至っている。 

一方、非正規労働者の増加は、正社員と比べ、その雇用の不安定さ、処遇の低さから、

経済的自立が困難、職業キャリアの形成が不十分といった問題点が指摘されるなど、正

規・非正規労働者の二極化構造が大きな社会問題となっている。 

こうした中、平成 22 年９月から「雇用形態による均等処遇についての研究会」（座長：

荒木尚志東京大学大学院法学政治学研究科教授）を開催し、厚生労働省からの事務運営の

協力を得ながら、ＥＵ及びその加盟国であるドイツ、フランス、イギリス及びスウェーデ

ン並びに日本を対象に、正規・非正規労働者間の不合理な処遇格差を禁止する法制をはじ

めとして、関係する法制の概要及び運用の実態等について調査検討を行ってきたところで

ある。 

今般、同研究会の報告書が取りまとめられたので公表する。 

なお、本報告書は、本日開催された厚生労働省の第２回「非正規雇用のビジョンに関す

る懇談会」（座長：樋口美雄慶應義塾大学商学部長）において報告されたところである。 

 

○ 報告書のポイント 
 
 
 
 
 
 
 

平成 23 年 7 月 14 日（木） 独立行政法人 労働政策研究・研修機構（理事長 山口浩一郎） 

研究調整部長   野村 孝太郎 

研究調整部次長  井嶋 俊幸 

電話 03 (5991)-5102（ダイヤルイン） 

 

厚生労働省政策統括官付 

労働政策担当参事官室 

参事官      酒光 一章 

室長補佐     飯田 剛 

電話 03（5253）-1111 内線 7788 

夜間直通 03-3502-6726 

○ 日本においては、正規・非正規労働者間の処遇格差是正の文脈で「同一（価値）労働

同一賃金原則」に言及されることもあるが、ＥＵ諸国における同原則は、人権保障の観

点から、性別など個人の意思や努力によって変えることのできない属性等を理由とする

賃金差別を禁止する法原則として位置付けられていると理解することができる。 



- 2 - 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜詳細リンク＞ 

雇用形態による均等処遇についての研究会報告書の概要（PDF：37KB） 

http://www.jil.go.jp/press/documents/20110714_01.pdf 

 

雇用形態による均等処遇についての研究会報告書（PDF：1.1MB） 

http://www.jil.go.jp/press/documents/20110714_02.pdf 

他方、当事者の合意により決定することが可能な雇用形態の違いを理由とする賃金の

異別取扱いについては、上記の人権保障に係る差別禁止事由について認められる「同一

（価値）労働同一賃金原則」は、（ＥＵやイギリスにおいて、男性正規労働者と女性パ

ートタイム労働者間の賃金格差につき、性別を理由とする間接差別禁止としては適用さ

れることがあるものの）特段の立法がない限り、直ちに適用可能なものではないと解さ

れている。 
○ ＥＵ諸国では、正規・非正規労働者間の賃金を含む処遇格差の是正については、雇用

形態に係る不利益取扱い禁止原則の枠組みの中で対処されている。 
同原則は、非正規労働者の処遇改善の観点から、正規労働者と比べて、客観的（合理

的）理由なく、非正規労働者を不利に取り扱うことを禁止し、かつ、非正規労働者を有

利に取り扱うことも許容するものであり、有利にも不利にも両面的に異別取扱いを禁止

するいわゆる均等待遇原則（差別的取扱い禁止原則）とは異なる類型に属するものであ

る。 
○ そして、雇用形態による異別取扱いが違法となるかどうかは、客観的（合理的）理由

の有無により決せられるが、その判断は、人権保障に係る差別的取扱い禁止原則（特に

直接差別）におけるよりも柔軟な解釈が行われている。 
○ このような雇用形態に係る不利益取扱い禁止原則は、雇用形態の違いを理由とする異

別取扱いについて、その客観的（合理的）理由につき使用者に説明責任を負わせること

で、正規・非正規労働者間の処遇格差の是正を図るとともに、当該処遇の差が妥当公正

なものであるのか否かの検証を迫る仕組みと解することができる。 
このような仕組みは、正規・非正規労働者間の不合理な処遇格差の是正及び納得性の

向上が課題とされている日本において、示唆に富むものと考えられる。 
○ また、ＥＵでは、差別禁止法一般について法違反による事後的救済のみでは十分に効

果が上がらないことから、当事者自らによる改善に向けた取組を促すアプローチも導入

されていることを参考に、日本においても、個別企業による正規・非正規労働者間の処

遇の差の実態把握や、当該処遇格差が不合理な場合の是正に向けた労使の取組を進める

ことは、非正規労働者の処遇の改善及び納得性の向上に資すると考えられる。 
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